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サマリー

非鉄金属

 今後、2050年にかけては、カーボンニュートラル（以下、CN）の潮流のなかで、太陽光パネルや電動車、超電導ケー

ブルなど、非化石燃料の使用や省エネルギー化に資する製品に対する需要の拡大が見込まれる。銅は、これらCN関

連製品の製造に必要不可欠な素材であることから、銅需要はグローバルに拡大すると予想される

 しかし、今後は、日本にとっての電気銅の主要輸出先である中国などアジア諸国において電気銅の増産が進展し、日

本からの電気銅の輸出は減少が見込まれ、その結果、日本における電気銅の生産水準は切り下がりが予想される

 国内銅製錬各社は、川上（銅製錬）事業の強みである資源調達力やリサイクル技術、川下（銅加工品）事業の強みで

ある顧客ニーズへの対応力などを発揮するとともに、CPSの実装を通じて強みの深化を図ることで、今後の持続的な

成長に向けた勝ち筋を描き得る（例えば、銅製錬へのProcess Informaticsの導入を通じた、炉内へのリサイクル原料

の投入に伴う炉内温度の変化の予測、およびリサイクル原料の活用可能量の最大化など）

 国内銅製錬各社の既存の強みやCPSの実装を踏まえて想定される、川上事業の勝ち筋としては、（1）総合リサイクル

企業への転換、（2）海外における二次製錬およびリサイクル事業の推進が、川下事業の勝ち筋としては、（3）高機能

材料事業の領域拡大、（4）海外における汎用部材生産の強化、が考えられる

― 川上事業においては、（1）既存の銅製錬にとどまらず、廃棄物処理事業へと事業を延伸させることで、銅を含む多

様なリサイクル原料の調達や販売に取り組み、銅製錬事業におけるリサイクルの推進や新たな収益源の確立を

図ったり、（2）海外における銅需要の取り込みや、リサイクル原料の確保のしやすさを踏まえて、海外において二

次製錬に乗り出したりと、業態転換を図ることが重要となる

― 川下事業においては、（3）新たな需要産業向けなど多様な高機能部材の販売や、（4）汎用的ながらも高品質な部

材の、需要拡大が見込まれる海外現地での展開という、事業領域の拡張が重要となる

 （1）～（4）の勝ち筋に沿った戦略の展開時には、様々な課題・障壁が想定される。リサイクルが社会から適性に評価さ

れるための施策や、企業間の合弁、顧客との連携、市場環境の適切な把握などを通じて成長の確度を高めることが、

銅製錬企業には求められる
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川上事業における業態転換と、川下事業における事業領域の拡張が成長の鍵

外部環境の変化 強み

CN需要拡大

リサイクル原料活用の
必要性の高まり

産業構造の変化

海外における電気銅の生産拡大
 日本からの電気銅の輸出減少

国内における電気銅の生産減少
 輸出減に伴い生産が減少へ

 日本経済の成熟化や、国内人口の減少が背景

銅加工品
 顧客ニーズへの対応力

 品質管理力
 量産技術

銅製錬
 資源調達網の構築力
 リサイクルの仕組み

勝ち筋

総合リサイクル企業への転換 高機能材料事業の領域拡大

非鉄金属 ハイライト

CPS実装（現実×仮想）
銅製錬：炉内の状態予測（リサイクル原料の投入量の最大化）

（1） （3）

海外における二次製錬およびリサイクル事業の推進 海外における汎用部材生産の強化（2） （4）

国内

海外

川上事業 川下事業

（出所）みずほ銀行産業調査部作成

銅加工品：高度なシミュレーションによる合金開発
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CN関連需要の拡大に伴い、中長期的にみて銅需要は拡大へ

非鉄金属 ①外部環境変化

（出所）みずほ銀行産業調査部作成

 今後、CN関連需要の拡大に伴い、中長期的にみて、グローバルの銅需要は拡大する見込み

 自動車産業の動向に注目すると、今後はEVの普及が銅需要の拡大要因になると推察。日本においても、今後2050

年にかけて、自動車産業における銅需要は拡大すると予想

銅需要の方向性 銅需要の拡大要因 ～自動車産業の動向に対する考察

時間軸

現在

CN推進がグローバル共通の銅需要の拡大要因に

グローバル需要を牽引してきた新興国における経済の成熟化
インフラ需要の一巡

 経済成熟化に伴い、銅
需要は減少傾向、ない
し横ばい圏で推移

 旺盛なインフラ需要を
背景に、銅需要は拡大
傾向

CN関連の新規または
既存製品の需要拡大

CN化に伴う
既存製品のリプレイス

太陽光パネル

洋上風力発電機

超電導ケーブル

自動車（電動車）
⇒既存製品対比で
銅の原単位が増加

現在～2050年

用途例

先進国 新興国

需要変動の背景

非化石燃料の使用拡大 省エネルギー化の進展

省エネ

非
化
石

非
化
石

（注）銅の需要量は弊行による試算値
（出所）国際連合、国際自動車工業連合会、公開情報より、みずほ銀行産業調査部作成

日本の自動車産業における銅の需要量（EV化影響の弊行試算）

前提条件  2050年における地産地消化の完了

2019年 2050年

銅の需要量 198千t 210千t約1.1倍

日本において
も、EV化の進
展は銅需要の
拡大要因に

銅需要に及ぼす影響

例：バスバー

 自動車内部の省スペース化に
寄与するバスバー需要が拡大
する可能性

例：ワイヤーハーネス

 大電流化への対応として、ワイ
ヤーハーネスの肥大化が進展
する可能性

EVの普及

自動車産業においては、銅需要の拡大要因が散見
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資源調達やCO2排出量削減の観点から、リサイクル原料活用の必要性が向上へ

非鉄金属 ①外部環境変化

（出所）みずほ銀行産業調査部作成

 銅需要の拡大に伴い、資源調達環境の激化が予想されるなかでは、リサイクルの必要性が一層高まると見込む

 拡大する銅需要を充足させるためには、銅製錬における銅鉱石の活用は依然重要だが、リサイクル原料の活用を通

じたCO2排出量の削減や製錬事業の収益性向上も重要となる

銅の資源調達の方向性 リサイクルの必要性に関する考察

時間軸

現在

一次原料
（銅鉱石）

二次原料
（リサイクル原料）

 銅需要の拡大に伴
い、採掘能力が増強

 銅鉱山への投資加速

 世界的にリサイクルに
対する注目度が上昇

2050年
（約25年後）

 資源ナショナリズムの先鋭化
（資源の囲い込みの進展）

現在～2050年

既存鉱山の
山命寿命の到来

資源調達環境の激化
資源調達に対する不確実性の高まり

用途例

新規鉱山開発の進展

リサイクル原料の
活用進展

資源調達リスクの低減

CO2排出量の削減

銅製錬の収益性向上

 リサイクル原料の活用
のみでは拡大する銅
需要を賄うことは困難

 資源開発は依然重要

 故銅のほか、有価金
属を含有するE-Scrap

の活用の進展

（出所）ICSG、日本メタル経済研究所資料より、みずほ銀行産業調査部作成

銅鉱石の埋蔵量（2022年）

生産量
22Mt

採掘能力
27Mt

経済可採埋蔵量
890Mt

確認可能な埋蔵量
2,100Mt

総埋蔵量（未発見鉱床を含む）
5,600Mt

用途例

 今後、2050年までの期間中に

銅鉱石が枯渇する可能性は低
いとみるが、鉱床の高地化や鉱
石品位の低下により、鉱石使用
の経済性は低下しやすいと予想

CO2排出量の削減

用途例

 銅製錬にリサイクル原料を使用
することにより、銅鉱石の使用
時と比較して、CO2排出量を約
0.3倍～0.4倍に減少させること
が可能に

リサイクル原料の活用を通じたCO2排出量の削減と、
銅製錬事業の収益性向上が必要に

可採年数
約40年

（ CO2-T/T ）

1.25

1.57

0.44 0.44

0

0.5

1

1.5

2

Cu乾式 Cu湿式

銅鉱石
リサイクル材

【CO2排出量】

約0.4倍 約0.3倍
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電気銅内需は縮小傾向も、輸出が生産水準の下支えに寄与

非鉄金属

（注）2023年以降はみずほ銀行産業調査部予測
（出所）経済産業省「生産動態統計」、日本鉱業協会「需給実績表」より、みずほ銀行産業調査部作成

 1990年代半ば頃までは、好景気も相まって電気銅内需は増加傾向をたどっていたものの、その後は日本経済の成熟

化や国内人口の減少に伴い、縮小傾向へとトレンドが転換。しかし、輸出増により、生産水準の維持が図られている

状況
銅業界と経済動向の推移

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

▲ 1,000

▲ 500

0

500

1,000

1,500

2,000

内需 輸出 輸入 生産 輸出比率（対生産、右軸） （CY）

日本の人口ピークアウト（2008年）

バブル景気
（1986～91年）

いざなみ景気
（2002～08年）

バブル
崩壊

アベノミクス景気
（2012～18年）

リーマン
ショック

カンフル景気
IT景気

コロナショック
（2020年）

高成長
銅需要旺盛

景気動向

（千t）

銅需要の
動向

景気
後退
により
停滞

内需向け生産が中心 輸出比率が上昇傾向

好景気下にあっても、内需は1990年代の水準には戻らず

日本経済の成熟化（1996年：1人当たり銅消費量のピークアウト）

2020年代の内需は、
1990年代の約6割の水準に

輸出量と輸入量が
逆転（1999年）

②産業構造変化
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中国などアジア諸国における電気銅の増産が、日本からの輸出減の要因に

 今後は、日本における電気銅の主要な輸出先である中国などアジア諸国において、電気銅の増産が進展する方向性

にあり、日本からの輸出に対して下押し圧力が掛かる見込み。その結果、国内における電気銅の生産水準は切り下

がると予想

（注）2050年までの電気銅の生産および輸出の見通しは、2050年の輸出ゼロを想定して試算
（出所）両図とも、Global Trade Atlas、WBMS、公開情報より、みずほ銀行産業調査部作成

日本

中国

インド インドネシア

台湾

銅製錬所を新設
PT Amman

PT Smelting

PT Freeport Indonesia

銅製錬所を新設
Adani Group

電気銅の生産強化を
推進中

タイ

日本からの電気銅の輸出動向（現在） 日本からの電気銅輸出の方向性（弊行仮説）

日本の銅製錬業界の主戦場はアジアだが、
そのアジアにおいても内製化が進展

 「Make in India」構想のもと、
国内製造業の強化を企図

 国内製造業の付加価値向上を企図

 鉱石輸出を禁止（現在は延期）し、自国への産業
誘致を進める方針

 一帯一路構想の
実現に向けたイ
ンフラ需要の拡
大

 銅の内製化率は
じりじりと上昇

日本

中国

インド

インドネシア

台湾
タイ

アジア諸国における電気銅の内製化進展により、
日本からの電気銅輸出は減少へ

日本からの電気銅の輸出先
ランキング（数量ベース、2022年）

2023年
81%

（1～6月）

非鉄金属 ②産業構造変化

1位：214千t

3位：102千t

2位：151千t

4位：95千t
5位：36千t

総輸出量：652千t

その他ASEAN諸国

その他
ASEAN諸国

計：45千t

マレーシアなど

輸出減

輸出増

1,013 890 916 908 922 870 745 

537 757 606 652 436 
218 0 

▲ 500

0

500

1,000

1,500

2,000

2019 2020 2021 2022 2030e 2040e 2050e

内需 輸出 輸入 生産

（千t）

2050年までの電気銅内需・輸出・輸入・生産の見通し

（CY）

中国における電気銅の内製化率 中国などのアジア諸国においても
リサイクル原料に対する需要が拡大し、

リサイクル原料の調達競争が激化する可能性

2017年
75%

2019年
74%

2021年
76%
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【川上事業】銅製錬：資源調達網の構築力とリサイクル技術が強み

 非資源国である日本においては、他国と比較してリサイクルの必要性が高いことから、強靭な資源調達網の構築力が

磨き上げられてきた経緯があるほか、リサイクル技術も洗練されてきた

 しかし、世界的なリサイクルに対する注目の高まりや技術キャッチアップにより、強みを発揮し続けられるかどうかが

危ぶまれる状況

（出所） Global Trade Atlas、日本鉱業協会資料、日本メタル経済研究所資料より、みずほ銀行産業調査部作成

鉛製錬所亜鉛製錬所

銅製錬所

リサイクルの仕組み（例：製錬所ネットワーク）

副産物からの
金属採取

銅ドロス 銅マット

鉛澱物

鉛澱物

酸化亜鉛

亜鉛澱物副産物

資源調達網の構築力（例：E-Scrapの調達網）

日本

米州欧州

アジア・
オセアニア

E-Scrapの
集荷・輸出ハブの
オランダなどから調達

E-Scrap発生量世界第2位
である米国からの調達

世界最大のE-Scrap発生エリア
であるアジアからの調達

E-Scrapの
グローバル調達網の保有

（例）三菱マテリアル
E-Scrapの年間処理量
160千t

（世界最大）

非鉄金属 ③強み

銅製錬における強み

銅製錬における原材料

銅鉱石 リサイクル原料 製錬副産物

日本は、地政学リスクが懸念される
チリなどの南米諸国に大部分を依存

海外諸国においてリサイクル原料の囲い込みや分析技術の向上が進展すれば、
日本企業が展開する既存の調達網が機能しなくなるおそれ

1 2

日本を含む銅製錬各社は、
前処理設備の投資を推進

非資源国ならではの、
資源を可能な限り無駄なく
活用しようとする取り組み

スクラップ材の迅速な分析
を通じた買取価格の算出

（設備投資や
ノウハウ蓄積に起因）

スクラップ材の
回収拠点の展開

リサイクラーとの
関係構築力

リサイクラーの
早期収益化に貢献
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【川下事業】銅加工品：顧客ニーズへの対応力、品質管理力、量産技術が強み

 銅加工事業における日本企業の主戦場は高機能材料領域。日本企業は、高品質な製品を継続的に展開してきたこと

で、各製品領域においてグローバルシェアトップを獲得・維持してきたが、その根底には①顧客ニーズへの対応力、②

品質管理力、③量産技術という3つの強みがあると思料

（出所）公開情報より、みずほ銀行産業調査部作成

JX金属

三菱
マテリアル

三井金属

製品のカテゴリー

高機能材料 汎用部材

日本企業の得意領域

事例

高機能材料製造を支える3つの強み

非鉄金属 ③強み

銅加工品における強み

 日本企業が積み上げてきた強
みは、海外企業により一朝一
夕にはキャッチアップされない

 しかし、キャッチアップの余地は
皆無ではなく、設備投資やR&D

を通じた追随リスクは存在

高機能銅合金（Mg入り銅合金など）

半導体用ターゲット材 圧延銅箔

電解銅箔 機能性粉体

時間軸

製品
A 陳腐化

代替品
B

陳腐化

製品
D

代替品
C

陳腐化

ブラッシュ
アップ

ブラッシュ
アップ

新規開発

技術の磨き込み

オペレーション改善

連続的な設備投資

製品の
開発
現場

顧客ニーズへの対応力

品質管理力

量産技術

1

2

3

不断の
経営努力

3つの
強み

製品
D’

製品
D’’

顧客ニーズ対応など

グローバル
トップシェアを
獲得・維持

中間製品や最終製品のバージョンアップ・代替など

例：スマホの普及
カメラモジュール向け
板ばね材用の

高強度合金の開発

新規開発

例：銅合金開発のトレンド 電導性を追求 耐熱性など他機能も追求
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CPSの実装により、日本企業の強みは深化へ

 CPSは、銅製錬所におけるリサイクルの推進や、今後の新たな高機能材料（例：高性能合金）の製造推進に寄与する

技術の一つとして活用が進むと想定

 日本企業は、過去の設備投資や研究開発の賜物である効率的な製造プロセスや多様な合金試料の保有を強みとし

て、CPSの実装に際しても勝ち筋を描くことが可能であると思料

非鉄金属 ④CPSの実装

（注）PI：Process Informatics 、MI：Materials Informatics

（出所）公開情報より、みずほ銀行産業調査部作成

非鉄金属業界におけるCPS（銅製錬および合金開発の例）

Cyber Physical

製錬設備炉内の状態予測

銅製錬所におけるリサイクル原料の活用推進

例：PI
（銅製錬）

リサイクルの加速

 炉内へのリサイクル原料の投入に伴う、炉内温度の変化の予測
― 銅製錬の工程においては、スクラップ材は冷材として機能

 リサイクル原料の活用可能量の最大化を図りつつ、投入キャパシ
ティの増大に必要となる設備投資を検討

 過去の設備投資の賜物（効率的な銅製錬のプロセスを確立）

日本企業の
強み

C

P

S

銅製錬の設備投資、および研究開発の実績分析技術

海外企業もCPSに注力してくると予想されるなか、
キャッチアップを防止する意味でもCPSは重要

銅加工品領域における強みが深化へ

多様な合金試料合金性能のシミュレーション

合金開発

例：MI
（合金開発）

開発の効率化 低コスト化

 材料の特性を定量化、予測（既知のデータから未知のデータを
予測）

 革新的な新材料の仮説検証の実現

 過去の研究開発の賜物

上記PIの例と同様に、
キャッチアップを防止する意味でもCPSは重要

合金性能の向上

銅製錬領域における強みが深化へ

12

3

12

3
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川上事業における業態転換と、川下事業における事業領域の拡張が成長の鍵

 国内銅製錬企業の勝ち筋は、事業展開エリア（国内 or 海外）とサプライチェーン（川上 or 川下）別に区分すると、計4

パターンに整理可能

（出所）みずほ銀行産業調査部作成

国内非鉄産業の将来像

（1）総合リサイクル企業への転換

 廃棄物処理業の展開を通じた新たな収益源の獲得
 廃棄物処理業と銅製錬業のバリューチェーンの連結を通じ
たリサイクル原料の調達力の強化

 銅製錬におけるCPSの実装を通じた、リサイクル原料の最
大限の活用

（3）高機能材料事業の領域拡大

 技術流出防止のため、現状と同様、国内生産／輸出型ビジ
ネスを展開

 グローバルトップクラスのシェアを有する高機能材料の強化

（2）海外における二次製錬およびリサイクル事業の推進

 海外からの銅資源（リサイクル原料を含む）の調達困難化
と、グローバル銅需要の拡大を見据えた海外事業の展開

 日本企業が有するリサイクル技術の強みを活かした、海外
におけるリサイクル事業の展開、および、海外銅製錬事業
とのバリューチェーンの連結

 海外においてもCPSにより培った強みを発揮

（4）海外における汎用部材生産の強化

 日本国内の顧客のみならず、現地需要家への拡販や市場へ
の入り込みを見据えた現地生産

 技術流出・キャッチアップの懸念よりも、将来的に地産地消化
していく市場にいかに早く入っていくかを優先

川上（銅製錬）事業 川下（銅加工品）事業

非鉄金属 ⑤日本の勝ち筋

国内

海外

活かす既存の強み 活かす既存の強み

活かす既存の強み

多様なリサイクル原料の調達力

今後磨き上げる強み

現地需要家への販売網の構築力

今後磨き上げる強み

成長領域の目利き力

今後磨き上げる強み

活かす既存の強み

海外販売網の拡張力

今後磨き上げる強み

川上事業⇒業態転換へ 川下事業⇒事業領域の拡張へ

リサイクルの仕組み 顧客ニーズへの対応力、品質管理力、量産技術

スクラップ材の回収網の構築力 顧客ニーズへの対応力、品質管理力、量産技術
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廃プラスチック

鉄、アルミ、
レアメタルなど

（1）総合リサイクル企業への転換

 短期的には、銅の含有率が高い廃棄物の処理および銅スクラップの回収に注力し、銅製錬事業における原材料確保

や、貴金属の回収・販売を実施。長期的には、銅以外の金属や、金属にとどまらない多様な廃棄物の処理およびリサ

イクルにも取り組み、収入源の一層の多様化を図り、総合リサイクル企業へと変貌を遂げる

（出所）各種資料より、みずほ銀行産業調査部作成

取り組みのイメージ図

廃棄物の
発生・回収

有価物の
回収

廃家電

廃車両（鉄道）

廃建材（セメントなど）

廃プラスチック

廃棄物処理事業

銅スクラップ

E-Scrap

故銅

その他金属
スクラップ

その他スクラップ

製鉄所

アルミ圧延、
化学などの
メーカー

銅製錬

銅製錬事業

貴金属（金、銀など）

電気銅
などの販売

電線、

伸銅品などの
メーカー

廃電池（LiBなど）

非鉄金属 ⑤日本の勝ち筋

廃棄物処理 回収物（商品）

既存事業新規事業

製造・回収物（商品）

販
売

銅製錬に活用

汚泥

廃太陽光パネル

廃車両（自動車）

（a）銅の含有量が比較的多い
廃棄物の処理

（b）レアメタルなど、
銅以外の金属のリサイクル

（c）金属以外のリサイクル

クローズド
ループの形成
⇒リサイクルの
取り組みの加速

リサイクル原料
比率の高さが
付加価値となり、
最終製品に
プレミアムが
上乗せされる
社会を想定
⇒リサイクル
原料に対する
需要増

銅の含有量が比較的多い廃棄物の処理事業から着手（a→b→cの順）
（金属以外の廃棄物の処理への参入には時間を要すると推察）

新規収益源の確保（廃棄物処理収入、スクラップ販売収入）

廃棄物処理事業への参入を通じた、銅製錬に活用する銅スクラップの調達力強化
（CPSの活用による、銅スクラップの活用可能量の増大も

総合リサイクル企業への転換を後押し

既存の取り組み

調
達

処
理

より上流へと
事業を延伸

etc…

1

さらなる事業の延伸2

処
理

②を通じた
新規収益の獲得

3

A

C

B

D

A

Point

C

Point

Point

B

Point

事業展開上の注目論点

etc…
etc…

etc…
C

Point

銅以外の
金属などの需要家

銅の需要家

左記の取り組みの
下支えとなる

施策や、社会の姿

D電気銅

炉の活用により、多様なスクラップの
リサイクルが可能

販
売

製錬所ネットワークを介する残渣物の
回収と、その有効活用も可能



12

（2）海外における二次製錬およびリサイクル事業の推進

 今後は、地産地消化の進展を踏まえて、海外で電気銅を生産し、海外需要を取り込む必要性が高まると思料。また、

海外におけるE-Scrapの集荷競争激化が予想される中では、海外からのE-Scrap調達の困難化が懸念されるが、海

外現地で銅の二次製錬を展開することで、E-Scrap活用ビジネスの持続可能性を高められる可能性

非鉄金属 ⑤日本の勝ち筋

（出所）UNITAR「The Global E-waste Monitor 2020」、 Refinitiv WBMS公開情報より、みずほ銀行産業調査部作成

取り組みの流れ（イメージ）

2020年代時間軸 ～2050年

欧米におけるE-Scrap処理能力の増強

独
Aurubis

 2021年11月、米国におけるE-Scrap処理
設備の増強計画を公表

独
Wieland

 2021年5月、米国における銅製品リサイク
ル事業の投資計画を公表

西
Atlantic 

Copper

 2023年6月、スペインにおけるE-Scrap処
理設備の投資計画を公表

バーゼル条約改正

 2025年1月1日、バーゼル条約が改正予定
 E-Waste貿易が規制対象となり、輸出国・輸入国双方
の同意がなければ輸出入が不可となる（同意確認のた
め、貿易手続きが煩雑化する）

外部環境

海外における二次製錬事業に参画

 例：三菱マテリアル
― 英Exurbanとの提携を通じた、米国における銅スク
ラップ材活用プラント事業への参画

注目
事象

（想定
含む）

海外における二次製錬事業の本格展開

 E-Scrap収集網の構築および強化を図りつつ、二
次製錬事業を展開

 海外現地に二次製錬事業の展開（現地二次製錬
企業との合弁による事業の展開などを模索）

 総合リサイクル企業として、銅製錬の展開先エリ
アにおいて、多様なリサイクル原料から有価物
を回収し、販売
― 廃家電や廃車両、廃建材などを処理し、銅に
とどまらない多様な有価金属を回収

海外事業に関するノウハウの獲得・蓄積 海外事業の本格展開

海外におけるリサイクル事業展開

国別E-Waste発生量（世界上位20カ国）および電気銅生産量（2019年）

0 2,000 4,000 6,000 8,000 10,000 12,000

サウジアラビア
タイ

カナダ
イラン
韓国
トルコ

スペイン
イタリア
メキシコ
フランス
英国
ドイツ

インドネシア
ロシア

ブラジル
日本
インド
米国
中国

E-Waste発生量 電気銅生産量

ASEANや欧州は、世界的にもE-Wasteの
発生量が多いエリアだが、
電気銅の生産が盛んであるわけではない

米国も、E-Wasteの発生量に比して
電気銅の生産量は決して多いとは言えない国

（千t）

電気銅の輸入国であり、
かつ、銅スクラップの回収エリアとしても有望な
米国やASEAN、欧州において、二次製錬や
リサイクル事業に乗り出す意義は大きい
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（3）高機能材料事業の領域拡大

 高機能材料のさらなる強化を目指す方向性。金属系素材の用途拡大や、高機能な金属系材料の製造に不可欠な金

属加工技術（例：表面処理）などの強みを活かした新製品領域への事業の延伸、既存需要先に対する化学品や複合

材等、素材をまたいだ製品ラインアップの拡充を想定

（出所）みずほ銀行産業調査部作成

既存の金属系素材の用途拡大や、素材をまたいだ製品ラインアップの拡大に向けた取り組みのイメージの一例

非鉄金属 ⑤日本の勝ち筋

既存製品 新製品

自動車
産業

情報通信
産業

製品

需要産業
（事業領域）

 既存製品を梃にして、製品の販売先となる需要産業の拡大を企図
 サプライチェーンの川上・下の連携強化を図り、顧客への提案力を強化

現在の事業領域

ターゲットとする
需要産業拡大

etc…

その他
産業 etc…

etc…

etc…

新製品・新需要産業への事業の延伸を通じて、持続的な成長を実現

etc…
etc…

銅合金（車載向けコルソン合金）

ワイヤーハーネス

リードフレーム

銅素形材（エンジン向け）

銅を素材にした材料

銅以外の素材も使用した材料

LiB正極材料

銅箔

ターゲット材（タッチパネル向け）

ターゲット材（車載半導体向け）

磁性材料

電動化・知能
化に伴う高度
な車載半導体
ニーズの高まり 次世代電池材料

光コネクタ／ファイバー

化合物半導体
銅合金（民生品向けｺﾙｿﾝ合金）

ターゲット材（半導体向け）

銅合金（チタン銅、りん青銅）

銅箔 シールド材

ニッケル超微粉（MLCC向け）

金属ペースト

ボンディングワイヤ

銅張積層板

めっき液

表面処理剤

回路基板材料

IOWN実装に伴う電気→光
への代替ニーズの高まり

超硬工具 3Dプリンタ用金属粉末 セラミックスターゲット材

金属以外の素材も使用した材料

製品ライン
ナップ拡充

etc…

etc…

etc…



14

（4）海外における汎用部材生産の強化

 汎用部材領域は、市場規模が高機能材料と比較して巨大であり、かつ、安定的な成長が見込まれる領域であるもの

の、参入企業（中国企業など）数が多い点が特徴

 巨大な海外市場を最大限取り込むためには輸出では困難であり、それゆえ現地生産を進める必要性が高い

（出所）みずほ銀行産業調査部作成

汎用品事業強化の考え方

成長性 市場規模

高機能
材料

汎用部材

急成長

安定成長

相対的に小

大

非鉄金属 ⑤日本の勝ち筋

参入企業数

少

多

主に、日本や
欧米企業が席巻

日本企業における従来の主な競争市場

主に、中国や
欧米企業が席巻

今後市場拡大が
見込まれ、投資
資金が集まり
やすい領域

トレンドの変遷から
受ける影響が
比較的少なく、
安定的な需要が
見込まれる領域

今後の検討領域

成長途上である
ことなどにより、
規模は限定的

多様な製品に
搭載されるため、
市場の裾野が広い

Point

事
業
拡
大
手
法

海外における生産拠点などの拡充

 巨大市場である海外において銅加工品
メーカーのM&Aなどを行い、生産拠点

や製品ラインアップの拡充、販売先の
確保などに注力

注
力
製
品

高品質な汎用部材

 国内外において幅広く製造されている銅
合金であっても、日本製に対する品質に
は定評あり
― 例①：銅合金「C194」

 リードフレームに使用される銅合
金の一種。日本製は高品質であ
り、リードフレーム製造時にひずみ
が生じにくい

― 例②：無酸素銅

 日本製の無酸素銅は、最終製品
の性能の担保に寄与

参入企業数は多いが、日本企業は
勝つためのポテンシャルを保有
当領域にリソースを投じる意義あり

製品領域の選定が重要に

生産エリア
国内

生産エリア
海外

地産地消化に伴い、部材の現地調達ニーズが拡大
現地生産を通じて、輸送時に発生するCO2を抑制

海外現地生産の
意義が大きい
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＜課題・障壁＞
 新たに進出する需要産業に属する顧客のニーズの適格な把握
 開発した新製品が、既存製品の代替品として普及しない可能性
 海外における強力な競合企業の出現

勝ち筋（3）から（4）への戦略の機動的な修正の検討

勝ち筋に沿った戦略展開の後も、成長の確度を高めるための施策が必要に

 （1）～（4）の勝ち筋に沿った戦略の展開に際しては、様々な課題・障壁が想定される。リサイクルが社会から適性に評

価されるための取り組みや、企業間の合弁、顧客との連携、市場環境の適切な把握などを通じて、成長の確度を高め

ることも、銅製錬企業には求められる

（出所）みずほ銀行産業調査部作成

非鉄金属産業に想定される打ち手および課題・障壁

（1）総合リサイクル企業への転換

＜課題・障壁＞
 リサイクルの価値が、社会からより適正に評価されるか否か
 リサイクル施設の展開に対する許認可取得の困難性

（3）高機能材料事業の領域拡大

（2）海外における二次製錬およびリサイクル事業の推進

＜課題・障壁＞
 多額の投資コストの発生
 海外現地における工場建設の難易度の高まり

― 工場建設予定地の近隣住民から理解が得られず、製錬所
新設の難易度が増しているケースも存在（例：三菱マテリア
ル×英Exurbanによる米二次製錬所の工期遅延）

（4）海外における汎用部材生産の強化

＜課題・障壁＞
 進出強化を図る国・地域の特定
 参入企業数が多く、競争環境が激しい領域であることから、価格
競争に巻き込まれるおそれ

国内

海外

川上事業 川下事業

非鉄金属 ⑥打ち手と課題・障壁

顧客との連携を通じた研究開発の推進
（顧客ニーズの明確化や、すり合わせの推進）

現地企業との合弁などを通じた、
投資コストや事業リスクの抑制

リサイクル効果（例：CO2排出削減量）の明示を通じた
リサイクルの価値の明確化

既存の海外拠点を通じた市場環境の適切な把握

海外製との品質の差別化を推進し、
価格交渉力を強化

打
ち
手

打
ち
手

打
ち
手

許認可取得に関する議論の活性化

打
ち
手
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売上高、営業利益率ともに拡大・上昇傾向をたどると想定

非鉄金属 ⑦定量項目

100 101 95 
79 

23 
57 85 
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コメント

• 【川上】E-Scrapの活用が目下

のテーマ。前処理設備向けの
設備投資やリサイクラーの
M&Aに注力

• 【川下】新たに進出する高機能
材料領域の検討を開始すると
ともに、M&Aを推進

• 【川上】アジア諸国における電
気銅の生産拡大の影響が顕著
に表れ始める可能性。勝ち筋
推進の起点になる時期と推察

• 【川下】M&Aなどにより新規事
業が成長

• 高収益が見込まれる新規事業
のウエイトの上昇により、利益
率は上昇へ（以降も同様）

• 【川上】引き続き、国内における
E-Scrapの収集・処理に注力し
つつ、家電などE-Scrap以外の

リサイクルや海外事業が収益
に貢献し始めると想定

• 【川下】追加的なM&Aの推進な

どを通じた事業領域の拡大が、
業績拡大を牽引

• 【川上】E-Scrapにとどまらない、

多様なリサイクル原料からの金
属回収事業が本格化している
姿を想定

• 【川下】継続的にM&Aの実施な
どを検討

技術の前提

• 【川上】E-Scrapの前処理設備

を保有（既存の技術水準の範
囲内）

• 【川下】既存技術を基に事業を
展開

• 【川上／川下】CPSの有効活用
に向けた研究を推進

• 【川上】銅の二次製錬技術を蓄
積

• 【川下】新規領域に関する技術
を蓄積

• 【川上／川下】CPSの活用ノウ
ハウを蓄積

• 【川上】既存製錬所におけるE-

Scrap処理量の増加に資する
技術革新が進展（CPSによる
取り組みを含む）

• 【川下】CPSの活用による新製
品開発が本格化

• 【川上】リサイクルの対象範囲
のさらなる拡大に向け、リサイ
クルに関する新技術を模索

• 【川下】事業領域のさらなる拡
大を模索
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